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令和２年度第３回 医道審議会
医師分科会 医師専門研修部会 資料１

令和２年９月17日

令和３年度専攻医募集のシーリングにかかる
スケジュール等について



2021年度専攻医募集のスケジュール（案）
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7月下旬

地域医療対策協議会

※医師法第16条の10
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意
見
提
出

意
見
・
要
請

9月17日

知事意見を集約し
厚労大臣の意見・要請
について審議

10月16日

日本専門医機構
理事会

２０２０年

日本専門医機構
理事会

医師専門研修部会

11月上旬

専攻医募集開始

シーリングを踏まえ
各研修施設・学会が
プログラム作成

医師専門研修部会
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2021年度シーリングに関する前回(４月10日)の論点

（４月10日の論点）
１．日本専門医機構が作成した2021年度シーリングについてどのように考えるか

２．日本専門医機構が提案する2021年度専攻医募集におけるシーリングについて、今後都道
府県に意見を求めるにあたり、特に以下の点について重点的に議論を求めてはどうか

〇大都市周辺の都道府県以外の専攻医を増やすため、特に連携プログラムについて、ブ
ロック別の連携プログラムの導入など、さらなる工夫が必要ではないか

〇採用実績の年数が増えるに伴い、単年度のみ突発的に採用数が増加した都道府県に
シーリングがかかりやすくなることに対し、対応が必要ではないか

（4/10にいただいたご意見）
本年の意見・要請を検討する前に、昨年度に厚生労働大臣から日本専門医機構等に対し、意
見・要請を行ったことに対する対応状況について、その検討内容や結果を明らかにすべきでは
ないか。

日本専門医機構より報告(資料２-１)
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参考資料
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日本専門医機構等 意見を反映させる
努力義務（第３項）

厚生労働大臣

要請（第１項）

専門研修に厚生労働大臣・都道府県知事の意見を反映させる制度

医師法１６条の１０

地域医療対策協議会

意見（第４項）

都道府県知事

日本専門医機構等

協議

意見を反映させる
努力義務（第５項）

厚生労働大臣

医師法第16条の8 医学医術に関する学術団体その他の厚生労働
省令で定める団体は、医師の研修に関する計画を定め、又は変
更しようとするとき（当該計画に基づき研修を実施することにより、
医療提供体制の確保に重大な影響を与える場合として厚生労働
省令で定める場合に限る。）は、あらかじめ、厚生労働大臣の意
見を聴かなければならない。

２ （略）
３ 厚生労働大臣は、第一項の規定により意見を述べるときは、あ
らかじめ、関係都道府県知事の意見を聴かなければならない。

４ 都道府県知事は、前項の規定により意見を述べるときは、あら
かじめ、地域医療対策協議会の意見を聴かなければならない。

５ 第一項の厚生労働省令で定める団体は、同項の規定により厚
生労働大臣の意見を聴いたときは、同項に規定する医師の研修
に関する計画の内容に当該意見を反映させるよう努めなければ
ならない。

意見（第３項）

意見（第１項）

医師法１６条の１１

医師法第16条の9 厚生労働大臣は、医師が医療に関する最新の
知見及び技能に関する研修を受ける機会を確保できるようにす
るため特に必要があると認めるときは、当該研修を行い、又は行
おうとする医学医術に関する学術団体その他の厚生労働省令で
定める団体に対し、当該研修の実施に関し、必要な措置の実施
を要請することができる。

２ （略）
３ 第一項の厚生労働省で定める団体は、同項の規定により、厚生
労働大臣から研修の実施に関し、必要な措置の実施を要請され
たときは、当該要請に応じるよう努めなければならない。

医道審議会 医師分科会 医師専門研修部会
平成30年度 第１回 資料２ 一部改変
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日本専門医機構等 意見を反映させる
努力義務（第３項）

厚生労働大臣

要請（第１項）

令和元年度の厚生労働大臣からの意見・要請の流れについて

医師法１６条の１０

地域医療対策協議会

意見（第４項）

都道府県知事

日本専門医機構等

協議

意見を反映させる
努力義務（第５項）

厚生労働大臣

意見（第３項）

意見（第１項）

医師法１６条の１１

協議に向けた厚労省から都道府県への情報提供
（令和元年度８月８日）

都道府県から厚労省への意見提出
（令和元年度９月４日）

厚生労働大臣から日本専門医機構への意見及び
要請 （令和元年度９月13日）

日本専門医機構からの回答
（令和元年度９月20日）

厚生労働大臣からの意見・要請に対する対
応について、日本専門医機構から報告
（資料２）

6



（2018年度開始専攻医）

Å 2018年度専攻医においては、日本専門医機構により、五大都市（東京都、神奈川県、愛知県、大阪府、福

岡県）について、各診療科（外科、産婦人科、病理、臨床検査および総合診療科以外）のシーリング数とし
て過去5年間の採用数の平均が設定された。

（2019年度開始専攻医）

Å 2019年度専攻医は、引き続き五都府県に2018年度と同様のシーリングを実施。ただし、2018年度専攻医が
東京都に集中したことを受け、東京都のシーリング数を５％削減した。

（2020年度開始専攻医）

Å 2020年度専攻医募集に向けては、厚生労働省が2018年度に発表した都道府県別診療科必要医師数およ

び養成数を基に、各都道府県別診療科の必要医師数に達している診療科に対して、一定のシーリングを
かけることを厚労省が日本専門医機構に提案し、日本専門医機構が作成したシーリング案が2019年5月14
日医道審議会医師専門研修部会にて承認された。

Å 上記のシーリング案について、都道府県の地域医療対策協議会において検討を行い、厚生労働大臣に意
見を提出し、同年9月13日に厚生労働大臣から日本専門医機構に、必要な措置の実施を意見・要請した。

Å それを踏まえ、日本専門医機構はシーリングの最終決定を行い、10月15日より専攻医の募集を開始した。

（2021年度開始専攻医）

Å 日本専門医機構がシーリングを検討するための協議体を設置し、各学会や都道府県からのヒヤリング等を
踏まえ検討がなされ、2020年3月27日の理事会において、2021年度のシーリング(案)が承認された。

新専門医制度の採用数上限設定（シーリング）にかかる経緯

2018年度より開始された新専門医制度では、下記の通り採用数の上限設定（シーリング）が設定されている。
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(2020年度研修開始プログラムのシーリングについて)
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̓ ˮ 2016 Ӻ◖ ˯Υˮ2016 χ Ӻ◖ ˯ΣϢόˮ2024 χ Ӻ◖ ˯ρ ΚϥΜψ ᵕϥ ᾉ ᴬ
̓ ᵰρΰοʺᵰᴬʾ▀ ᴬʾ ʾ ᾁ₰ʾẎẍʾ › ᴬχ6 ᴬψЄ˔зрϽχ ᵰρβϥ

ˮ2018 ρ2019 χ ỡ⅜ ˯Τϣ
ˢˮ2018 ρ2019 χ ỡ⅜ ˯˔ˮ2024 χ Ӻ◖ Ϭ βϥθϛχ ḧ ˯ˣ˷20% Ϭ Μθ ρβϥ
βם∑ψʺ ӺṐ Υὣ Ḝ ├ρΰοʺ ὀФкϽжЭσςϬЄ˔зрϽ χᵰ π ΪοΜϥ

2018 ʺ2019 τΣΜοψʺᵃẠ5 ḧχ⅜ χ ỡϬ Μʺ5 ◕χϙτЄ˔зрϽχ Ϭ“μθΥʺ2020 τΣΜοψʺ
Ӻ◖ ΣϢό Ϭṁτ₢ẤΚϥ ΰΜЄ˔зрϽχ―Π Ϭ Ϭῡ ψ ӛΰʺ ӺṐ ΥᴞṜχ ϤЄ˔

зрϽӛϬϘρϛθ

2020 ῼӺτΣΪϥЄ˔зрϽχṁ σ―Π

Є˔зрϽχ

Є˔зрϽ

Ӻ◖ ρ2020 ῼӺ τΣΪϥЄ˔зрϽχ―Π

2024年

必
要
医
師
数

（
勤
務
時
間
補
正
後

）

必
要
医
師
数

（
勤
務
時
間
補
正
後

）

2
0
1
6
年
の
医
師
数
を

維
持
す
る
た
め
の
年
間
養
成
数

2
0
3
0
年
の
必
要
医
師
数
を

達
成
す
る
た
め
の
年
間
養
成
数

2
0
3
6
年
の
必
要
医
師
数
を

達
成
す
る
た
め
の
年
間
養
成
数

北海道 4,849 5,470 5,649 5,690 5,548 103 193 159 136

青森県 881 1,370 1,362 1,334 1,283 20 74 50 39

岩手県 895 1,338 1,321 1,295 1,249 20 67 46 36

宮城県 2,088 2,245 2,356 2,402 2,368 42 72 63 56

秋田県 815 1,164 1,125 1,080 1,029 17 52 35 27

山形県 855 1,217 1,189 1,161 1,118 19 56 39 31

必要養成数に係る推計2030年 2036年

必
要
医
師
数

（
勤
務
時
間
補
正
後

）

2016年

2
0
2
4
年
の
必
要
医
師
数
を

達
成
す
る
た
め
の
年
間
養
成
数

必
要
医
師
数

（
勤
務
時
間
調
整
後

）

2
0
1
6
年
医
師
数

（
仕
事
量

）

→ ʿ ᴬ χ ὓḆּי Ϭ Μο Ӻ◖ Ϭὓ▄ˢᶆ ᴬχ ᴂ τ ῢ ὓϬ Μο ᴬέρχ χḆּי Ϭ ὓ)

ʺ ʿ ᴬ χ ▪ σςϬ― ΰʺ Ⱳ χ Ӻ◖ Υ θήϦϥϢΞ ḧ Ϭ▄

→ ʿ ᵬẘ Ỡ Ⱳḧ ϬᶝΪʺ ᴬ τ
  Ϭ ΰθ▫Ⱨ Ϭ▄

→ ʿ ᴬ τ 60Ⱳḧӟ χỠ ⱲḧΥ⌡ᾚήϦθ
›χӺ◖ Ϭὓ▄

ᴬ ⱪᴬ ˜
Ἱ

ᵰᴬ

зМР

зГ˔

Єдр

ᴬ

ᵤ 4905 639 119 96

ᾉ 911 133 15 10

ḵ︣ᾉ 910 138 ˜ 22 12

ẋ ᾉ 2093 284 60 61

ᾉ 828 123 10 23

╦Ἱᾉ 879 139 15 13

2016 ʹ ᾉ  ᶆ ᴬ Ӻ◖

( 28 Ӻ◖ʾⱦᴬӺ◖ʾ −◖ ₰)

日本専門医機構資料一部引用
Ӻ◖ χ

ὓ▄
ˢῡ ♯▄ˣ
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2020年度専門研修プログラムシーリングの変更点

͍ʽ χ ᾉπχỠ ΥṰ ξΪϣϦοΜϥ ῼӺτ βϥ Υ׃ ασΜϢ
ΞτʺӺ◖ Ỹӽσςϒχ Ⱨ ὯΥᴿήϦοΣϤʺ ӽӺ ├Ẹṳᵓπ ϛ
ϣϦθ ӽ Ӻ◖ΣϢόꜛⱵӺᴬ ᶘ Ӻ◖ψЄ˔зрϽχ ᵰρβϥʻ

͎ʽᵃẠχ⅜ Υ σΨʺ⅜ χ ⱳ Υ ΦΜ ᾉ ᴬτ βϥ
ρΰοʺᵃẠ2 χ⅜ χΜγϦΤΥ10 πΚϥ ᾉ ᴬχЄ˔зрϽ
ϬʺᵃẠ2 χ⅜ χΞκ ΦΜ ρβϥʻϘθʺᵃẠ2 χ⅜ χ ỡΥớ

ϛο σΨʺЄ˔зрϽ Υ͑ˢ ὀФкϽжЭ͌ˣχ ᾉ ᴬϬЄ˔з
рϽχ ᵰρβϥʻ

͏ʽЄ˔зрϽ ρσμθ ᾉχΞκʺ ᾉ τӺ◖ ỸӽΥΚϥ
ᾉτ βϥԁ χ χθϛʺ ӽ‟ᾅ χ▄ τΚθμοψʺЄ˔зрϽ ᵰ
χ ᾉτΣΜοᾆ Ϭם☼βϥṍḧτᴥΠʺ ᾉ χӺ◖ ỸӽτΣΜ
οᾆ Ϭם☼βϥṍḧϜ― τΜϦϥʻ

̞Є˔зрϽ ᵰχӺ Ṑḩπ50̋ӟ ᾆ Ϭם☼βϥФкϽжЭ( ӽ ὀФкϽжЭ)τνΜοψʺԁ Є˔зрϽχ δ Ԍρΰο ϛϥ ϙ
ΥΚϥʻ ӽ ὀФкϽжЭϬᶨ βϥθϛτψʺ χ ᾆ ФкϽжЭτνΜοϜЄ˔зрϽ ᵰχӺ Ṑḩπם☼βϥᶤ›ˢ ӽ‟ᾅ ˣΥ
20̋ӟ πΚϥ ΥΚϥʻ

̓2019 9Ὦ11 χӺ ṳᵓӺ◖ ᴬᵓ ᾆ ᵓχ ṳϬ ϘΠʺ2020 ᾆ ФкϽ
жЭτ ΰʺᴞṜχ ϤʺӺ◖ χ ẉό χỵχṛ τϢϤῡ Τϣ

ӺṐ ϒӪᾋẉό Ϭ“μθʻ
̓ ӺṐ ψʺζϦϬ ϘΠο2020 ᾆ ФкϽжЭχЄ˔зрϽτνΜοʺᴞṜχ
 Ϭ“μθʻ
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(2021年度研修開始プログラムのシーリングについて)
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8 Ṍễ 2021
ṕ Ṗ

1 ṕ8 1 Ṗ
2 ṕ8 22 Ṗ
3 ṕ9 5 Ṗ
4 ṕ9 19 Ṗ
5 ṕ10 3 Ṗ
6 ṕ11 7 Ṗ
7 ṕ11 21 Ṗ
8 (1 24 )
9 (2 7 )
10 (3 10 ) 

2 Ễ 14

2 ễ 27
ṕ Ṗ

2 Ệ 10
ṕ Ṗ

医療従事者の需給に関する検討会
第33回 医師需給分科会

令和２年２月13日資料１ 一部改変
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１．2020年度の専攻医募集においては、厚生労働省が公表した都道府県診療科別の必要医師数に基づいたシーリングを設定
し、従来から計算方法を大きく変更したところであり、各学会の協力のもと、シーリングを遵守した採用が行われた。

２．2021年度に向けては、日本専門医機構の「専門医養成数に関する検討協議会」において各学会と意見交換を行い検討をし
た結果、2021年度のシーリングについては、下記の考え方に基づき実施することとする。

〇2021年度のシーリング数の計算方法については、
・2020年度の計算方法によるシーリングは、採用結果を踏まえると偏在是正対策として一定程度の効果があると考えられ
ること
・ただし、単年度のみの実施では、効果の評価に限界があること
・頻回に制度を変更することで、現場の負担が大きくなること
等から、2020年度と同様の方法で実施する。

〇計算にあたり、下記の数値を更新する。
・診療科別必要医師数については、２月13日の医師需給分科会において示された最新のものを使用する。
・過去の採用数を使用する箇所については、2020年の採用結果を反映する。

〇その上で、激変緩和のための計算方法の変更や精神保健指定医に対する対応の追加等の変更を加える。

〇要件を満たす地域枠医師等をシーリングの対象外にすること、医師少数区域に配慮した地域貢献率の計算を行うこと等、
昨年の９月の厚生労働大臣からの意見・要請に基づく変更は、引き続き継続する。

３．連携プログラムの連携先について、ブロック別に連携先を設定する制度の導入は、連携プログラムの作成に相当な労力が
かかり、準備期間が必要なこと等から、2021年度募集では見送り、原則2022年度募集より導入することとする。

2021年度専攻医募集におけるシーリング（案）の基本的な考え方
医道審議会 医師分科会 医師専門研修部会

令和２年度 第１回 資料２－１ 一部改変
令和２年４月10日

日本専門医機構資料
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２０２１年度シーリング計算方法のまとめ①

̓ ˮ 2018 Ӻ◖ ˯Υˮ2018 χ Ӻ◖ 1)˯ΣϢόˮ2024 χ Ӻ◖ 2)˯ρ ΚϥΜψ ᵕϥ ᾉ ᴬ
̓ ᵰρΰοʺᵰᴬʾ▀ ᴬ3)ʺ ʾ ᾁ₰4)ʺẎẍʾ › ᴬ5)χ6 ᴬψЄ˔зрϽχ ᵰρβϥ

1,2)ᶆ ᴬ Ỡ Ⱳḧ ˢˮӺ◖χỠ ם ẉό Φ χӪΰ τḩβϥ ₰˯ὫᴮϬṁτ⌠ ˣẉόӺ◖ ẚ ᴬᵓ ͏ⱳ ḧ︡ϤϘρϛτΣΪϥЫϼк
ὓχ ὓ ˢ Ͼ˔І͎ˣʺDPCД˔ЌϬ Μθכ ᴬ Ḇּי Єϴϯ Ϭ ΰο▄ 3) 6 ρ ᶓΰο 28 χӺ◖ ꜛ Υᾚ ΰοΜ

ϥσςχ 4) ῼӺΥ ΰΨ πΚϥ χ 5)₈ῇχ ᶤτνΜοήϣσϥṳ Υ ρήϦοΜϥ χ

ˮ2018 ˙2020 χ͏ ḧχ ỡ⅜ ˯Τϣ
ˢˮ 2018 ˙2020 χ͏ ḧχ ỡ⅜ ˯˔ˮ2024 χ Ӻ◖ Ϭ βϥθϛχ ḧ ˯ˣ˷20% Ϭ Μθ ρβϥ

Є˔зрϽχ

Є˔зрϽ

˓ ṜχЄ˔зрϽӛτϢϥẍὣσ ᴟτϢμοϜθϣήϦϥֲốϒχ σςχ Τϣʺ ῼӺ χ ᾉρχˮ ὀˢ ӽ
ᾆ ˣФкϽжЭ˯Ϭ ᴥᴦ ʻ ΰʺ ὀФкϽжЭχ τψʺ ὀФкϽжЭϬ Ψ2021 ФкϽжЭχ ӽ‟ᾅ Υ
ᾖ 20̋ӟ Υ Ὧʻ

̓ ˮ 2018 ˙2020 χ͏ ḧχ ỡ⅜ ˯˔ˮ2024 χ Ӻ◖ Ϭ βϥθϛχ ḧ ˯τ ΰοʺ ᴬέρχˮ
ῼӺ ˯τᴂαοӟᴞχᶤ›Ϭ αθ ρβϥ

ῼӺ ֔100%χ ›ʿ 20̋ ˢ ᴬʾ Ἱᵰᴬʾ Ὂᵰᴬˣ

100̋˻ ῼӺ ֔150%χ ›ʿ 15̋ ˢḴᴬʾꜚ ᴬʾ ṀᴬʾзМРзГ˔Єдрᴬˣ
150%֔ ῼӺ χ ›ʿ 10% ˢ ⱪᴬʾ ᴬʾ ᴬʾ בּ ᴬʾ ᴬʾἹ ᵰᴬˣ

̓ ṜχΞκ ᾉᾢ Ϭ5̋ ρβϥ

ὓ▄

̓ ὀˢ ӽᾆ ˣФкϽжЭ
Є˔зрϽ ᵰχ ᾉχ☼ τΣΜο͍ ͒тὮӟ χ ᾆ Ϭ“ΠϥḕẽΥ μθ ›ʺ ᴦ ρβϥʻ
θιΰʺ ᾉᾢ τḩΰοψʺӟᴞχ ὯΥ μθ ›χϙ ᴦ ρβϥ

̓ ὀˢ ӽᾆ ˣФкϽжЭχΞκ ᾉᾢ
2016 Ϙθψ2018 χ ᴞ ˢ˹ ᴞӺ◖ / Ӻ◖ ˣΥ0.8ӟᴞπΚϤʺӺ◖ Υᾒ πΚϥ ᾉχ☼ τΣ
Μο͍ 6тὮӟ χ ᾆ Ϭ“ΠϥḕẽΥ μθ ›ʺ ᴦ ρβϥ

ὀ( ӽᾆ )ФкϽжЭ

Σ(ᶆ ῼӺΥˮЄ˔зрϽ ᵰχ ᾉ˯ΣϢόˮ ᵺ ᾉχӺ◖ Ỹӽ˯πᾆ Ϭם☼ΰοΜϥṍḧ)
Σ(ᶆ ῼӺτΣΪϥ ᾆ ФкϽжЭχ ᾆ ṍḧ)

˓ ӽ‟ᾅ ψⱳχ꜠πὓ▄βϥʻ

Ṱ
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˓ Ӻ◖ Ỹӽ ϒχ Ⱨ ὯΣϢό ᾉΤϣχ ᶘỲχ ΥΚϤʺ ӽӺ ├Ẹṳᵓπ ϛϣϦθ ӽ Ӻ◖ΣϢόꜛⱵӺ
ᴬ ᶘ Ӻ◖ψЄ˔зрϽχ ᵰπχ⅜ Ϭᴦ ρβϥʻ

ӽ Ӻ◖

˓ 2018 ˙2020 χ⅜ χΜγϦΤΥ10 πΚϥ ᾉ ᴬχЄ˔зрϽ Ϭʺ 2018 ˙2020 χ⅜ χΞκΩϜ Φ
Μ ρβϥʻ

˓ Є˔зрϽ Υ͑ӟᴞχ ᾉ ᴬψʺЄ˔зрϽχ ᵰρβϥʻ

⅜ Υ χᾉτ βϥ ᵰ

˓ Є˔зрϽ ›ὓ( ˴ ὀ)χᴞᾢϬʺ2020 χ95%ρΰʺ95% θσΜ Ϭ ὀФкϽжЭ( ᾉᾢ )ρΰο ᴥβϥʻ

Є˔зрϽ χᴞᾢ

２０２１年度シーリング計算方法のまとめ②

˓ ᴬτνΜοʺ◙ Ӻ ὀ Ϭ ΪʺЄ˔зрϽ χ›ὓΥ2020 χЄ˔зрϽ ( ˴ ὀ)ρ τσϥϢΞτ ᴥβϥʻ

˓ ◙ Ӻ ὀ π⅜ Ϭ“Ξ ›χ ὯψᴞṜχ Ϥρβϥ
ʾ◙ ӺΥ τ σΜᴞӡ1/3χ ᾉβρ ὀϬ ϙʺᾆ ṍḧχ (1 ͒тὮ)Ϭ ᵺ ᾉπᾆ Ϭ“Ξάρʻ
ʾ ῼӺΥᾆ Ϭ“Ξ ὀ χ ᾉτʺ1 ͒тὮӟ χṍḧʺṁḅ☼ Τϣ Ỡχ◙ ӺϬ θτ͍ ӟ ᾏβϥάρʻ

˓ ᴬ Ӻχ  Ὧρΰοʺ◙ ӺỘ χם ϬΜϦʺ◙ ӺỘ Ϭ“μοΜσΜּיχ  ὯϬᾗΰΨβϥάρϬ ρβϥʻ

β ὊᶘᵓΥ▄ ΰθỘ Ḋ▄◙ Ӻ τṁξΦʺᴞṜχ ᾉρβϥʻ
ᾉʺḵ︣ᾉʺ ᾉʺ╦Ἱᾉʺ ᾉʺ ᾉʺ ӻᾉʺ ᾉʺ ᴎᾉʺⱴᵎᾉʺ ᴰ╦ᾉʺ ︡ᾉʺ ₢ᾉʺῲ ᾉʺ ᾉʺ ≤ᾉ

ὲ◙ Ӻ ὀ
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